
Ⅰ．はじめに

本稿は，技術開発とその産業化を歴史的事例

に即しつつ考察しようとするものである。

このテーマは以前からエコノミストが繰り返

し論じてきたものであるが，最近再び研究が盛
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要 約

本稿は，技術開発とその産業化を歴史的事例に即しつつ考察しようとするものである。

現在，エコノミストの間では技術と経済成長の関係についての研究が再び盛んになって

きているが，その直接のきっかけは１９９０年代に米国を中心にして世界的に進んだ IT革命

である。IT革命の基本的性格，その各産業への影響などは現在なお活発に論じられてい

る。また，現在の日本経済の観点から考えると，技術開発とその産業化というテーマの考

察は，日本経済の長い停滞を打開し，新しい産業を創出するためのヒントを与えてくれる

はずである。

そこでまず，技術と経済成長の関係を一般的に考察するが，これまでの経済成長モデル

の技術の取り扱いは不十分なものであり，具体的・個別的に技術の性格を明らかにする必

要があると考えられる。また，あらゆる技術を並列させるのでなく，そのもっとも上位に，

発展性，改良改善の可能性，他の技術との補完性の高い「汎用技術」があると考えること

が技術発展のプロセスを歴史的・理論的にとらえる場合に有用である。この汎用技術とい

うコンセプトをはじめて提唱したのはブレスナハンおよびトライテンバーグであり，その

具体例としては電力・電気，内燃機関，コンピューターがある。本稿は，歴史的にこれら

の汎用技術がどのように開発され，また産業化したかを考察している。まだ，これらの汎

用技術はきわめて多くの産業につかわれるようになったが，その中でもそれを活用して大

きな産業となっていったのが電気機械産業と自動車産業であった。

新しい技術は，既存の生産物の生産コストを低下させるタイプのものと従来存在しな

かった新しい生産物を生み出すタイプのものとに分けることもできる。これらのそれぞれ

について，新技術の開発費用とその新技術をつかうことによって生じる企業の利潤の増加

分，新製品を消費する消費者の効用の増加分を比較するという理論的モデルを示すことが

できる。これは新技術の発生を説明する基礎的な理論と考えられる。
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んになろうとする気配がある。新しい研究には

歴史的事例研究と理論的研究の両者があるが，

それらがこのテーマに関していかなる新しい知

見をもたらしつつあるかを知ることは，現在そ

れ自体でも意味のあることであろう。最近研究

が増えつつある理由は，言うまでもなく１９９０年

代の米国を中心として世界的に進んだ IT革命

であり，ITの各産業への浸透，ITが経済成長

に与える影響などの研究が進んでいる。

しかし，現在の日本経済の中で技術開発と産

業化というテーマをあらためて考察することは，

このテーマへの一般的興味を超えて，日本経済

の長い停滞を打開し，新産業を創出するための

ヒントを得たいというモティベーションからも

発している。さらに，わが国では１９９５年に「科

学技術基本法」が制定されており，それにもと

づいて１９９６年度から５年間の「科学技術基本計

画」（閣議決定事項）が実施され，２００１年度か

らは第２次の計画が実施されつつある。この計

画には巨額の国費が投入されており，国費の有

効・有意義な使用という観点からもその成果が

注目されるところである。

もちろん，単純に「技術開発が停滞している

から産業と経済も停滞している，停滞を打開す

るためには技術開発を盛んにすればいい」と言

えるのかどうかははっきりしない。また，現在

の日本において技術開発が停滞しているとは言

えないであろう。しかし，技術開発のありかた

については根本的な議論が必要になっている。

日本の現在の技術開発のパターンに問題が出て

きていることは否定できないであろう。なお，

ここで「高い経済成長」とは短期的なスパート

ではなく，１００年をこえるような持続的な経済

発展を意味している。

本稿の構成は以下のとおりである。まず第Ⅱ

節においては，技術開発（あるいは技術進歩，

技術的変化）と経済成長の関係を一般的に考察

する。「技術」と一口に言ってもじつはさまざ

まなものがあるので，その分類基準についても

言及する。技術という膨大な分野を分析的に取

り扱うためには分類学が不可欠である。

第Ⅲ節では，「なぜ新しい技術が発生するの

か」という問題について，これまでの研究に言

及しつつ筆者の考えを示してみたい。新しい技

術がじっさいに実現したとすると，それを可能

とした科学的・技術的知識が存在した（いわば

技術の供給サイド）ということは自明であるが，

同時にその技術への需要も存在していたはずで

ある。するとそこでは，技術の供給サイドと需

要サイドのどちらが主導するのかという問題が

あることになるが，一般的な答えを見出すこと

は不可能であり，個別的な事例ごとに答えるし

かないことが論じられる。

新しい技術の発生が科学・工学の主導によっ

て，あるいは軍事目的のために，つまり企業・

産業からの要請によらないでおこることもある。

しかし，それを経済学的に説明することはでき

ないので，その場合の新技術は企業・産業に

とっては所与となる。いったん生まれた新技術

が商業化・産業化の可能性をもっていれば，企

業はもちろん応用研究と開発に進むことになる。

また，新しい技術の発生が明らかに企業・産業

の要請によって，つまり需要主導でおこること

もある。いずれにしても，新しい技術は新しい

財となり，新しい産業が立ち上がることになる。

以下ではそのプロセスあるいはメカニズムが理

論的モデルによって示される。

第Ⅳ節は，いくつかの個別具体的な新技術の

事例をとりあげ，それがどのように普及・発展

するのか，どのように改良されていくのか，そ

れによってどんな新産業が発展するのかを考察

する。とりあげる事例の多くは米国のものであ

るが，これは新技術の開発における米国のリー

ドを反映するものである。企業による研究開発

と政府の役割についても言及する。

第Ⅴ節は本稿の結論的部分である。第Ⅳ節ま

での考察につづいてこれまでの日本の技術開発

をふりかえり，現在の日本が進むべき技術開発

への示唆が導き出されている。日本がこれまで

行ってきた技術開発の大部分は，外国からの基

本技術の導入とその改善，あるいは複数の技術

の組み合せ・融合というパターンにしたがって
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いた。これによって日本が比較的安あがりに技

術の階段を上がることができ，大きな経済成長

の成果を手にしてきたことはたしかである。児

玉文雄教授（東京大学）はその著書 Kodama

（１９９１）の中で，米国企業の多くが追及するブ

レークスルー型の技術開発よりも日本企業の多

くが追及する融合（fusion）型の技術開発の方

が優れた成果を生み出すことを強調した。しか

し，現在ではこうした見方は説得力をもたなく

なってきているように思われる。そこで私なり

に，日本の技術開発のあり方について若干の考

察を行って締めくくりとしたい。

Ⅱ．技術開発と経済成長の関係

Ⅱ－１．新古典派的モデルと進化論的モデル

本説では，技術開発と経済成長の関係につい

て序論的な考察を行う。

新しい技術の開発と持続的な経済成長との間

には関係があるという認識は広く共有されてい

るものであるが，それがいかなる関係であるか

を正確に記述することはそれほど容易ではない。

一般的には，新しい科学・工学上の発見・発明

があると技術が開発され，それをもとにして新

しい産業が立ち上がり，新しい物財とサービス

が提供されるようになる場合が多い。しかし，

科学・工学によらない技術の改良から新産業が

生まれる場合もある。いずれにしても，新しい

産業が発展していけば，古い産業が縮小し，需

要は古い物財とサービスから新しい物財とサー

ビスにシフトする。このような産業構造の不断

の変化がなければ経済成長が持続することはな

いと考えられる。つまり，持続的な経済成長と

は不断の産業構造の変化とほとんど道義である。

新しい財の出現が成長を持続させるのである。

経済成長とは何か。通常は新古典派的な経済

成長モデルによって答えが与えられている。こ

のモデルは生産要素（資本，労働）の投入と産

出（実質 GDP）の時間的経路を説明しようと

するものであるが，その中に技術進歩も一応は

組みこまれている。

しかし，新古典派的成長モデルはいくつかの

点で本質的な批判にさらされてきた。批判のひ

とつは，それが技術，生産物，産業の歴史的な

興亡を扱っていないということである。それが

一財しか存在しない集計的なマクロモデルであ

る場合には，定義的に産業構造の変化は存在し

ないし，また多くの財が存在する他部門モデル

である場合，あるいは研究開発部門と一般産業

部門の２部門のモデルである場合でも，各部門

の相対的なウエイトの変化を必ずしも説得的に

論じていない。産業構造の変化が経済成長の内

容として本質的なものであるとすると，産業構

造の変化を明示的にとりあげない成長モデルが

非現実的すぎると批判されるのは避けられない。

もうひとつの批判は，少なくとも初期のモデ

ルにおいて技術進歩（経済の生産性の上昇）が

外生的におこるという仮定が行われていたこと

に対して向けられてきた。初期の新古典派成長

モデルにおいては，技術進歩はマクロ的な生産

関数を上方にシフトさせるものとしてとらえら

れていた。しかし，これでは問題に対する答え

になっていない。

その後，マクロ的経済成長モデルの枠の中で，

新しい技術は新しい資本設備に体化されて実現

するという考え方が提示された。より最近では

「内生的経済成長モデル」が提示され，マクロ

経済の技術（生産性）のレベルを研究開発への

支出水準やそれに従事する人員の数によって説

明しようとする試みが行われている。しかし，

この考え方にも問題があろう。なぜなら，科学

・技術にも供給サイドというものがあり，その

制約が強い場合にはどんなに大きな研究開発支

出を行っても意図する新技術が開発されないか

もしれないからである。
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それでは，新古典派的な経済成長モデルに

とって代わるような技術開発と経済成長のモデ

ルは存在するのだろうか。新古典派モデルほど

完成された形ではないが，代替的アプローチ，

モデルは存在しているのである。それは，ネル

ソンおよびウィンター（１９７４，１９８２）が中心と

なって進めてきた進化論的な経済成長モデルで

ある。このモデルは，技術開発と企業行動につ

いて，新古典派のモデルよりもはるかに現実的

な想定をおいている。とくに技術開発の主体で

ある企業については，すべての企業を同質的と

見るのではなく，イノベーターとイミテーター

（模倣者）とが存在すること，またイノベー

ターにとっても新技術の開発は結果の不確かな

探索のプロセスであることを想定している。

ネルソンおよびウィンター（１９７４）は，企業

についてもっともらしい行動ルールを想定し，

ソロウ（１９５７）が新古典派的成長モデルにつ

かった米国の労働生産性，資本労働比率，資本

分配率の歴史的データ（１９０９～４９年の年次デー

タ）が，進化論的な成長モデルのシミュレー

ションによって十分に再現できることを示した。

また，ソロウが推計した技術（生産性）のレベ

ルの指数（１９０９年＝１．０００）とほぼ同じものが

シミュレーションによっても得られることを示

した。これは，マクロ経済変数の歴史的推移が

新古典派モデルにとってはまったく異なるモデ

ルによっても解釈できるという注目すべき研究

結果である。

しかしながら，ネルソンとウィンターのモデ

ルにも問題はある。モデルにおける技術変化が

生産に対する資本と労働の投入量の減少として

のみとらえられており，新しい技術による新し

い財の発生はまったく考察の対象となっていな

いからである。つまり，技術変化の多様な側面

がとらえられていないのである。

技術進歩の経済学的研究をサーベイしたケネ

ディおよびサールウォール（１９７２）は，技術進

歩そのものを直接に測定することは不可能であ

ると指摘し，われわれにできることは技術進歩

をそれが GDPや労働生産性に与える「効果」

によって測定するしかないと述べている。しか

し，技術進歩の「効果」を測定する方法自体も

はっきりしていないという問題がある。初期の

新古典派成長モデルのように，それを資本と労

働の投入の増加によっては説明できない GDP

の増加，つまり「残差」ととらえることの欠点

についてはすでに述べたとおりである。しかし，

それではどうするのか。技術進歩が天から降っ

てくるものでないとすると，技術的知識に対す

る投資（研究開発投資）がそのストックを増大

させ，それが資本と労働の投入と産出（GDP）

との関係を変化させると考えるのはリーズナブ

ルであろう。しかし，そこには技術的知識のス

トックを本当に測れるのかという問題がある。

これら未解決の問題を考えるためには，技術変

化の具体的な事例の研究をもっと積み上げる必

要があろう。

さらに，これまでは明示しなかった大問題が

残っている。それは新しい財を生み出すような

技術進歩である。これまで考えてきた技術進歩

は，生産される財には変化がなく，同量の財を

より少ない投入によって生産できるようになる

という現象に着目するものであった。たしかに

そのような費用節約的な技術進歩は重要であろ

うが，それだけを技術進歩と考えることは根本

的に間違っている。なぜなら，企業の研究開発

の大きな部分は新しい財を開発するために支出

されており，新しい財の出現がなければ産業の

発展は持続しないからである。早い時期に，グ

スタフソン（１９６２）はこの点を指摘し，費用節

約という意味での技術進歩ばかりを研究しよう

とするエコノミストの傾向を批判していた。こ

の新しい財の出現をいかに分析するかは困難の

大きい課題であるが，ようやく近年になって研

究が本格化しようとしている（たとえばブレス

ナハンおよびゴードン（１９９７）を参照）。

新しい財をとらえるためのひとつの方法は，

それを既存の財の質の向上として定義すること

であろう。財の質の向上は，質を一定としてそ

の価格が低下することであると考えることがで

きる。物価指数はこの考え方に立ってつくられ

技術開発と産業化の歴史的考察

－１２６－



ており，それによって新しい財の出現を実質

GDPの増大と結びつけることは可能である（現

実の GDP統計はこの調整を十分に行っていな

い）が，新しい財をもっと正面から分析するこ

とが望ましいであろう。

以上のように，技術進歩と経済成長という

テーマはさまざまな未解決の問題を抱えており，

奥が深いと言える。

Ⅱ－２．技術の定義と分類についての考え方

本稿の主なテーマは第Ⅲ節と第Ⅳ節で論じら

れるが，そのための準備として，ここで「技術」

をどのように分類すべきかを考えてみよう。こ

れまでは一口に「技術」と言ってきたわけであ

るが，技術の性格に応じて発生・発展のメカニ

ズムと産業への影響は異なるはずである。した

がって，何らかの技術の分類基準を考察するこ

とが以下の議論に役立つであろう。

「技術」を分類するためにはまずその定義が

必要であるが，ここではさまざまな定義を並列

させるのではなく，技術の発展を分析的かつ歴

史的に研究するという目的に適合した定義とは

何かを考えることとする。通常は，「技術」は

「投入と産出との関係に関する知識」と定義さ

れることが多い。たとえばディヴィッド（１９９２）

はこのような定義を明確に与えているわけでは

ないが，「知識」を論文，パテント，設計図な

どのコード化された知識（したがって伝達，実

証，再生が容易な知識）とコード化されていな

い，暗黙の知識（したがって伝達，再生が容易

ではない知識，「ノウハウ」と言われるものに

近い）とに分けて論じており，その念頭にある

のは投入と産出との関係についての知識である

ことは明らかである。両方のタイプの知識が重

要であることに異論はない。

しかし，このような「技術」の定義には曖昧

さが残っており，それを払拭しておく必要があ

ることを指摘しておきたい。コード化されてい

るか否かにかかわらず，技術を「知識」と定義

してしまえば，その知識を利用して製造される

ハードウエア生産物は技術そのものではないこ

とになる（つまりそれは技術を「体化」したも

のとなる）が，それでいいのかどうか。これは

セマンティックな問題であろうが，じっさいに

は機能するハードウエアが存在してはじめてそ

の技術が実証される。設計図だけでは技術が存

在するとは言いにくい。したがって，技術を体

化したハードウエアが生産されていることも技

術の定義の中に含めるべきであろう。

さて，「技術」をこのように定義した上で，

技術の発展という観点からその分類を考えてみ

ると，さまざまな技術の間にはある階層性と補

完性が存在することに気がつく。技術の分類に

おいてはこの点がもっとも重要であるように思

われる。直感的に，技術には応用範囲の広いも

のと狭いものとがあることは明らかであるが，

最近ではこの「広い応用範囲」というコンセプ

トを厳密に定義し，そのような技術がいかに発

生し普及するかを研究する動きが見られる。か

りに技術に階層性があるとすると，その上位に

位置する技術ほど改良とか発展のポテンシャル

が大きいことになる。またそれは，より下位に

位置する技術の開発を促すと見られる。上位の

技術が開発されていなければ下位の技術は生ま

れようがないという関係があると言っていいよ

うに思われる。

この応用範囲の広い技術にはじめて「汎用技

術」という表現を与え，その理論のモデルを提

示したのはブレスナハンおよびトライテンバー

グ（１９９５）であった。ブレスナハンおよびトラ

イテンバーグは，技術には上位に汎用性の高い

ものがあり，その下に次第に特殊になっていく

用途につかわれる技術が位置しているという意

味で階層性が存在すると述べ，上位に位置する

汎用技術は，使用範囲の広さ，ダイナミックな

発展性，イノベーションの補完性という３つの

特徴をもつと述べた。

このような直感を厳密に形式化し優れた論文

を発表しているのはリプシー，ベカーおよび

カーロー（１９９８）である。彼らの議論は技術の

経済学の基礎とも言うべきものを含むと考えら

れるので，以下では彼らの議論を要約して紹介
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しておきたい。

彼らの議論は汎用技術（general purpose tech-

nology）というコンセプトのまわりで展開され

ている。（これを「一般目的技術」と訳しても

かまわないが，ここでは「汎用技術」としてお

く。）ブレスナハンおよびトライテンバーグは

汎用技術の例として半導体をあげているが，汎

用技術を厳密に定義したわけではなかった。

リプシー，ベカーおよびカーローは「汎用技

術」を次のように定義している。

「汎用技術とは，はじめから大きな改善の可

能性をもち，最終的には多様な用途に使用され，

広い範囲で使用され，多くのヒックス的および

技術的補完性をもつようになる技術である」

この定義はかなり複雑だが，それを理解する

ため，若干の説明が必要である。第１の特徴で

ある大きな改善の可能性は意味が明らかである

が，汎用技術でなくとも改善の余地が大きいか

もしれない。したがって，これは汎用技術であ

るための必要条件ではあっても十分条件ではな

い。第２の特徴である，じっさいに多様に使用

されることの意味は明らかである。電力や内燃

機関の例を見ればいい。しかしこれも必要条件

である。第３の特徴である「広い範囲の使用」

は第２の特徴とは異なる。第２の特徴は用途

（使用目的）の多様性であるが，第３の特徴は

単一の機能（たとえばコンピューターによる

データ処理）を多くの産業が使用するというこ

とである。

第４の特徴は他の技術との間に多くの補完性

があるということであるが，技術的補完性とは，

ある技術が十分に役立つために他の技術によっ

て補完される必要があるということである。通

常は新しい技術が現れると，それを財あるいは

サービスの形で提供するために，別の新しい技

術も必要となることが多い。この別の新しい技

術は新しいハードウエアの形をとることが多い

が，それをつくるために新しい技術が開発され

ることとなり，ここに汎用技術の波及性が見ら

れる。たとえば，コンピューターが発明される

と新しい半導体の発明が促されるというような

事例がある。このプロセスは，生産要素のサー

ビスの価格や供給量の変化による，既存の生産

関数の中での変化とは区別されるべきものであ

る。これに対して，ヒックス的補完性とは，あ

る生産要素サービスの価格が変化したときに他

の生産要素サービスの投入が補完的に変化する

ことをさすものである。このような補完的な生

産要素が多い場合にヒックス的補完性が多いと

言う。

このように４つの特徴あるいは条件のすべて

を満たすものが汎用技術と定義される。この定

義にもとづいて考えると，電力，内燃機関技術，

情報通信技術（ICT）は汎用技術と認めていい

ものであることがわかる。たとえばこの中の電

力は，発電機，送配電システム，電動機全体を

ひとつの汎用技術と考えるわけである。

Ⅱ－３．その他の分類

技術の分類について，他にも有力な考え方は

あるだろうか。かつては経済成長理論の中で，

技術進歩が労働節約的なのか，資本使用的なの

か，あるいは中立的なのかという問題が盛んに

論じられていた。しかし，これはマクロの成長

理論の枠組みの中での議論であり，技術的変化

のミクロ的な現実とはほとんど関係のない研究

であった。また，新しい財の出現のような問題

は視野に入っていなかった。その意味で，本稿

ではとくに取り上げない。

常識的な議論のレベルでは，技術がマクロ的

かミクロ的かという定義（あるいは分類）が提

示されることもある。マクロ的かミクロ的かと

いう区別を提案したのはモキル（１９９０）である。

ラディカルとインクレメンタルという区別が行

われることもあるが，これはマクロ的かミクロ

的かという区別とほぼ同じと考えていいだろう。

モキルによるマクロ的技術（モキルは技術で

なく発明という表現をつかっている）の定義は，

それまでの技術的発展とは断絶した変化と見ら

れるような技術ということであり，印刷技術な

どがその例とされる。文書の複製においては，

木版であれ活版（文字を組みあげるもの）であ
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れ，手書きから印刷にシフトすることがマクロ

的（ラディカル）な変化であり，木版から活版

へシフトすることがミクロ的（インクレメンタ

ル）な変化ということになる。そしてモキルは

マクロ的技術とミクロ的技術は補完しあうこと

が多いと指摘している。汎用技術はマクロ的技

術であることが多い（例えば電力や蒸気機関）

のであるが，すべての汎用技術がマクロ的変化

というわけではない。たとえば内燃機関は蒸気

機関技術の延長線上で発展したと考えられよう。

また，マクロ的技術が汎用技術となっている場

合も多いが，すべてがそうなるわけではない。

これは印刷技術が汎用技術の定義にはあてはま

らないことを見ればわかる。このように，マク

ロ的かミクロ的かという区別は汎用か特定目的

かという区別と類似してはいるが同じではない。

マクロ的，ミクロ的という定義は一次元的なも

のであり，技術の多様性をとらえるには不適切

なものであると思われる。

最後に，もうひとつだけ別の定義を示してお

こう。それはジェルマン・アソシエーツ（Gell-

man Associates）という調査会社のものである。

この会社は１９７０年代に米国の全米科学財団

（National Science Foundation）から主要な技術

的変化の研究を委託されているが，その結果は

２人の研究者のレポート，フェイマンおよびフ

ェンテヴィラ（１９７６）として発表されている。

このレポートは，米国，イギリス，西ドイツ，

フランス，カナダ，日本の６か国のイノベー

ション能力を評価しようとするものであり，専

門家のパネルに１９５３年から１９７３年までに市場に

現れたイノベーション（それを体化した商品）

のうちもっとも重要な上位５００のものを検討し

た。その際，レポートは，イノベーションを（ａ）

ラディカルなブレークスルー，（ｂ）主要な（ma-

jor）技術的シフト，（ｃ）改良改善（improve-

ment）の３つに分け，この順に価値が低くなる

と考えている。それぞれのカテゴリーごとに各

国がいくつのイノベーションを生み出したかを

見るわけである。３つのカテゴリーの中でもっ

とも価値の高いラディカルなブレークスルーは

１００が数えられ，その内訳は，米国６５，イギリ

ス２５，フランス４，西ドイツ３であり，日本は

わずか２であるという。

この結果はともかくとして，イノベーション

と言われるものをすべて並列させるのでなく，

それを価値の高さに応じて分類しようとするア

プローチは妥当なものと言えよう。ただし，「技

術の階層性」という考え方はここにも見られな

い。

Ⅲ．新しい技術の発生のメカニズム

Ⅲ－１．歴史的考察

新しい技術の発生はどんなメカニズムの中で

おこるのかという問題を考えてみよう。ここで

はいくつかの汎用技術の例をとりあげ，一般論

のレベルで論じておく。汎用技術には限らない

が，大きな技術変化が生じると，その技術を十

分に活用するために補完的な技術が開発される

ことが多い。たとえば，内燃機関が生まれたあ

とにはそのタイプに応じてさまざまな燃料が開

発されたし，コンピューターが生まれたあとに

はさまざまな半導体とソフトウエアが開発され

た。こうした補完的な（あるいは派生的な）技

術の発生を説明することは容易であろう。

科学・工学（とくに前者）が独自の発展のロ

ジックをもっていることは明らであり，特定の

技術が企業，産業からの需要なしに発生するこ

とがある。しかし，いったんその技術が発生し

たあとは，企業，産業がそれを大いに活用し発

展させることになる。リプシー，ベカー及び

カーロー（１９９８）は電気・電力の技術をこのよ

うな科学主導の中で発生したものの例としてあ

げているが，そのとおりであろう。そこで，電
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力・電気技術の発生をふりかえることとしよう。

電気とは電子の流れ，電流のことであるが，

その存在を１７８５年にたしかめたのはイタリアの

解剖学者ガルヴァーニであった（カエルの足の

筋肉がその近くでおこる放電によって痙攣する

ことを発見）。これに対して，物理学者 A.ヴォ

ルタは神経の両端を２種の異なる金属でふれる

だけで痙攣がおこることをたしかめ，金属にか

ぎらずすべての固体は電気をふくみ，２つの固

体を接触させると一方から他方へ電気が流れる

と考えた。この考え方にもとづいて，ヴォルタ

は導体と２種の金属で輪をつくり，そこに電気

が流れることを示した。

その後は，デンマークの物理学者 H. エール

ステッドが，１８２０年に電流が磁気的な作用をも

つことを実験で示し，電気と磁気との関係を見

出した。また，イギリスのM.ファラデーは１８３１

年に「電磁誘導」の現象を発見し，J. C. マク

スウェルは１８５０～６０年代に電磁気学の基礎を確

立した。これらの研究のすべては科学者の知的

興味によって進んだと考えられる。

こうした電磁気学の進展を受けて発電機・電

動機の開発が始まった。すなわち，M. ファラ

デーは鉄の輪に２つのコイルを巻きつけて，第

１のコイルに流す電流を変えると第２のコイル

に電流が流れることを発見した。これを受けて，

フランス人の H. ピクシは，コイルのそばで磁

石を手回しで回して発電する発電機をつくり，

イギリス人の J. サクストンは固定した永久磁

石の中でコイルを手回しで回転させる発電機を

つくった。こうした発明をもとに，ドイツの E.

W. ジーメンスは１８６６年に，コイルに生じる電

流の一部を再び磁界用の電磁石に送る自己励磁

方式の発電機を発明した。ほぼ同じ時期に，イ

ギリスの C. ホイーストンと H. ワイルドも同

じことを行っている。これがダイナモとも呼ば

れる発電機である。いったんこれがつくられる

と，あとはそれを丈夫で連続運転できる実用的

なものにすることが課題となるが，それにはじ

めて成功したのはベルギー人の Z. グラムであ

り，１８７０年のことであった。発電機の発明は多

くの発明の中でも偉業というべきものであり，

その功績は測りしれない。発電機とよく似てい

る電動機の発明は米国の発明家ニコラ・テスラ

（Nikola Tesla，一時エディソンのもとで働い

た人物）によって，１８８９年に行われた。

このようにして発電機がつくられると，電気

を電線で需要家に送る事業，すなわち電力産業

が生まれた。当初の需要は家庭，オフィスなど

の照明と工場における動力に集中していた。前

者は白熱灯の発明によって可能となり，後者は

電動機（発電機とよく似ている）の発明によっ

て可能となった。しかし，１９２０年代に入ると米

国やイギリスでは家電製品がつくられるように

なり，第２次大戦後は世界的に電気機械産業が

栄えるようになった。また，電力産業が立ち上

がる時期には電気通信産業（電信電話）も立ち

上がり，通信という大型の産業の発生にもつな

がったのである。

電力技術に対して，蒸気機関の技術は企業，

産業からの要請によって，つまり経済活動の中

から発生したものと考えられ，リプシー，ベ

カー及びカーロー（１９９８）はこの点を強調して

いる。すなわち，１８世紀イギリスの石炭業にお

いては，炭坑に湧き出る水をいかに排水するか

が大きな問題となっていた。人力による排水で

は，深くなる炭坑，拡大する生産に対応しきれ

ない。そこで１７１２年に，技師であり鍛冶家で

あった T. ニューコメンが外気圧を利用する蒸

気機関を発明した。それがはじめてつかわれた

のは炭鉱である。

このニューコメン機関は，蒸気がシリンダー

の内部で膨張してピストンを押し上げ，冷えて

凝縮すると外気圧がピストンを押し下げるとい

う方式のものであり，非効率であった。そこに

現れたのがジェームズ・ワットであり，シリン

ダーの中を高圧にするための精密な金属加工技

術をつかい，蒸気の凝縮をシリンダーの内部で

はなく外部で行う分離式の凝結機をとりつけ，

またピストンの両側に蒸気を送って複動式とし

た。さらに，ピストンの上下運動を回送運動に

変えるため，周転円歯車伝導装置も考察した。
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ワット機関の発明は１７６５年におこっている。こ

の蒸気機関の用途がさまざまに広がり汎用技術

となっていったことはよく知られるとおりであ

るが，当初は炭坑の排水のための特定目的技術

だったのである。

蒸気機関の発明は，熱力学のような科学の発

展によって主導されたものだったとは言えない

であろう。蒸気の圧力を運動エネルギーに変え

るというアイデア自体はかなり単純なものであ

り，科学の進展が蒸気機関の発明を促したとは

考えられないのである。

内燃機関の発生も企業，産業のニーズにもと

づいて説明できるものであろう。内燃機関は使

用する燃料によってガス機関，石油機関，デ

ィーゼル機関，ガソリン機関などに分かれるが，

その発明はフランス人とドイツ人による。蒸気

機関は大型で水のないところではつかえないと

いう欠点をもっていた。またその建造には大き

な費用がかかる。そこで，蒸気機関よりも小さ

く取り扱いの便利な内燃機関をつくろうとする

インセンティブがフランスとドイツでとくに強

く働いたのである。１８６０年，フランスの L. レ

ノールがガス機関をつくり，これが最初の内燃

機関となった。１８６２年には，フランスの A. ロ

シャがシリンダー内のガスを圧縮することを考

えたが，この考え方をもとにドイツの N. オッ

トーが１８７６年に模型ガス機関をつくった。これ

は世界中に普及し，次第に蒸気機関を代替して

いった。このように，内燃機関の発明において

は米国人はまったく役割を果たしていない。

しかし，ガス機関はガスが手に入りにくいと

ころでは不便である。そこで，１８７３年，アメリ

カのブレイトンが石油の蒸気を燃料とする石油

機関をつくり，１８９２年，ドイツの R. ディーゼ

ルがより効率的なディーゼル機関をつくり，そ

して１８８５年に G. ダイムラーと K. ベンツがガ

ソリンを気化する気化器を考案し，ガソリンを

気化させてシリンダーに送りこむガソリン機関

をつくった。１９０３年には米国のライト兄弟が

ノースカロライナ州キティ・ホークで世界初の

飛行機を飛ばしたが，そのエンジンは自動車に

つかわれるガソリン・エンジン（ピストン・エ

ンジン）とほとんど同じであった。また，時代

がずっとあとの第２次大戦中であるが，イギリ

スで航空機用のジェット・エンジンがはじめて

つくられている。このようにいくつかのタイプ

のエンジンがあることは，内燃機関の汎用性を

示すものであろう。

ただ，ウィリアムズ（１９８２）によると，オッ

トー機関は特別な熱力学上の発見にもとづいて

発明されたものではなかったのに対して，R.

ディーゼルによるディーゼル・エンジンの発明

は厳密に熱力学理論にもとづくものだったとい

う。ディーゼルはミュンヘン技術高等学校（の

ちの工科大学）で正式な教育を受けた人である。

ディーゼル・エンジンは燃費がよく，またシリ

ンダー内の空気を強く圧縮して高温とするので，

燃料への点火（イグニッション）を必要としな

いが，燃料注入のタイミングは正確を要し，そ

こにむずかしさがあった。

ところで，２０世紀に入ると，企業，産業の

ニーズに応えて新しい技術が開発される事例が

増えてきた。企業自身が持続的に技術の研究開

発を行うようになったのである。この現象を見

て，科学的・工学的知識の供給はきわめて弾力

的であり，研究開発費を支出したりインフォー

マルな工夫を行えば意図する新技術は開発でき

る，つまり新技術はそれに対する需要さえあれ

ば容易に開発できる，という考え方が出てきた。

この考え方を提示したのはシュムークラー

（１９６６）である。シュムークラーの観察はまっ

たく間違いではない。彼は新技術への需要の存

在が新技術の発生にとって決定的な役割を果た

す（供給はきわめて弾力的）と論じ，その論証

として，米国における発明（パテントで代表さ

れる）が１９世紀前半には食品の分野に集中して

いたこと（たとえば缶詰，びん詰のような食品

保存技術），しかし２０世紀には映画，ラジオ，

テレビのようなレジャー関連の分野に集中して

いたことをあげている。ある産業の提供する物

財あるいはサービスへの需要が増えることは，

その産業の中で新技術を開発することからの利

技術開発と産業化の歴史的考察
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益が他の産業のそれよりも大きくなることであ

り，したがって新技術を開発するという活動が

その産業にシフトするとシュムークラーは言う

（これはその産業の提供する財が消費財であれ

生産財であれ成立する）。

このようなシュムークラーの考え方を鋭く批

判したのがローゼンバーグ（１９７４）である。

ローゼンバーグの基本的な考え方は，その時々

の科学・工学の状態は必ずしも応用範囲の広い

多目的なものにはなっておらず，部門ごとにそ

の進歩は異なっている，というものである。こ

の考え方が正しいとすれば（正しいと思われ

る），新技術への需要が容易に新技術を発生さ

せる場合もあるが，そうはならない場合もある

ということになるであろう。この点は具体的事

例を見ればすぐわかる。ローゼンバーグがあげ

る事例は１６～１７世紀の航海術と医療技術であり，

前者は需要に応じて新技術が発生した事例，後

者はそうではない事例とされる。前者において

新技術が発生しえたのは数学と天文学が十分な

発展段階に達していたからであるが，後者にお

いて新技術（現代に見られるような医療）が発

生しなかったのは医学が十分な発展段階に達し

ていなかったからである。ローゼンバーグは，

多くの人間の潜在需要が科学・工学の制約ゆえ

に満たされずにきたと述べている。

結局，一般論としては，新技術は需要と供給

の相互作用から発生すると言わざるをえない。

しかし，個別具体的な新技術の発生において，

需要と供給のどちらが主導的役割を果たしたの

かを調べることは有益であろう。ただし，ロー

ゼンバーグが警告しているように，それを歴史

的事例の研究から確定することは容易ではない。

ある新技術が発生したとすると，それはその新

技術への需要が存在したということと同時にそ

れを可能にした科学・工学が存在したというこ

とを意味するであろうから，追加的な情報がな

ければ需要と供給のどちらかが主導したのかを

明らかにすることはできない。言いかえると，

新技術への需要は新技術の供給と独立に特定

（識別）される必要がある。これは計量経済学

における「識別可能性」の問題と同じである。

さて，新しい技術の発生は，科学・工学の進

展が主導するものと企業，産業の需要が主導す

るもののどちらかによってすべて説明できるだ

ろうか。リプシー，ベカーおよびカーロー

（１９９８）は，さらにもうひとつのタイプが見ら

れると言い，それはコンピューターの技術であ

ると指摘している。

コンピューターの発生の歴史は比較的よく知

られているので詳論は不要であろうが，ポイン

トのみを述べる。計算機のアイデアは数学者の

J.ネピア，哲学者の B. パスカル，哲学者・数

学者の G. ライプニッツなどももっていたが，

本格的なものは１８３３年に C. バベッジ（イギリ

スの数学者）が考えた汎用計算機である「解析

機関」にまでさかのぼることができる。彼が考

えた機械は，情報の入力機構，情報を保存する

内蔵機構，計算を行う装置，情報の出力装置を

備えていた。ただし，じっさいには製造されな

かった。その後，２０世紀に入って１９３６年に現在

のコンピューターの基礎理論を確立したのは，

イギリスの数学者チューリングである。

大型コンピューターがはじめてつくられたの

は１９４４年である。この年，民間会社である IBM

はコンピューターをハーバード大学に寄付した

（のちにハーバード・マークⅠとして知られる

ようになった）が，これは機械式と電子式の混

合したものであった。それは演算と命令制御の

面では電子機械式の装置を備えていた。ハー

バード大学はこのコンピューターを科学技術計

算につかった。

その後，１９４６年に，ペンシルバニア大学の J.

エッカートと J. モークリーが ENIAC（Elec-

tronic Numerical Integrator and Calculator）とい

う電子計算機を設計し完成させたが，その製造

の目的は経済的なものではなく，軍事的なもの

であった。すなわち，米国の陸軍が将来の戦争

に備えて，野砲の弾道表を計算するために資金

を出して開発したのである。弾道は気温や風速

によって微妙に変わるが，ENIACをつかえば

弾道が簡単に計算できた。
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しかし，ENIACは不便なものだった。重さ

が３０トン以上もあり，１万８，０００本もの真空管

をつかっていた。また，計算プログラムを変え

るためにはいちいち配線を組み直す必要があっ

た。真空管は管理が面倒であるが，１９４８年にベ

ル研究所のW. ショックリー，J. バーディーン，

W. ブラテインがトランジスターを発明し（材

料はゲルマニウム），真空管と同じ役割をもた

せられるようになったのは幸運な出来事である。

トランジスターの発明の背後には，ベル研究所

で長く行われてきた電子に関する基礎研究が

あった。

その後，１９５０年に，プリンストン高等研究所

の J. フォン・ノイマンが中心となって，ED-

VAC（ Electronic Discrete Variable Automatic

Computer）と呼ばれたコンピューターを開発し

た。これは操作手順を記憶したプログラム（ソ

フトウエア）を内蔵したものであり，計算速度

は ENIACの１００万倍もあった。開発資金を出

したのは，陸軍，海軍および民間会社の RCA

であった。

このように，初期の大型コンピューターの開

発は，IBMが主に商業目的用に行っていたと

はいえ，軍事目的が支配的だったと言えよう。

１９５０年代には，空軍がコンピューター（ソフト

ウエアを含む）を活用した防空システム SAGE

（Semi-Automatic Ground Environment）を開発

し配備したが，研究開発の中心は１９５０年に空軍

が資金を出して設立したMITのリンカーン研

究所であった。１９６０年代には，航空宇宙局

（NASA）がロケットをコントロールするため

のソフトウエアを盛んに開発していた。もっと

最近のネットワーク技術，すなわちインター

ネットも，１９６０年代から国防省高等研究計画局

が開発していたものである。このようにコン

ピューター技術は軍事目的主導で開発された技

術と言っていいのであるが，民需がまったくな

かったわけではないことにも注意しておこう。

すなわち，１９４６年に ENIACをつくったエッ

カートとモークリーは１９４８年に BINAC（Binary

Automatic Computer）というコンピューターを

開発したが，これをもとにしてレミントン・ラ

ンド社が１９５１年に UNIVACⅠという世界初の

商用の大型コンピューターを開発した。その第

１号機は米国のセンサス局に設置された。ま

た，１９５０年代に入ると IBMがさまざまなシ

リーズのコンピューターを商業用に生産するよ

うになった。『電子工業年鑑』の１９６２年版によ

ると，米国における初期のコンピューター生産

台数は，非商業用が１９５０年の１０台から１９５６年の

１０１台へと増えていったが，商業用の UNIVAC

Ⅰは１９５０年に２台，１９５６年に７１台である。また，

IBMの IBM７０１というタイプは１９５３年に５台，

１９５６年に３８台生産されており，とくに IBM６５０

というタイプは１９５５年に２５６台，１９５６年に９１７台

生産されている（すべて商用である）。IBMは

商用，民生用のコンピューター開発のパイオニ

アであった。

コンピューターの発展に不可欠である半導体

の開発にも国防省からの支援があった。１９５８年

に J. キルビー（テキサス・インストルメンツ

社の研究者であった）が発明した集積回路（ソ

リッドステート回路）は画期的なものであるが，

国防省がその開発に直接資金を出したというこ

とはなかったものの，テキサス・インストルメ

ンツの製品を多めに購入するという形で支援が

行われていたと見ていい。キルビーの発明とほ

ぼ同じころ，R. ノイスら（フェアチャイルド

社の研究者）は回路素子間の配線技術であるプ

レーナー法を開発したが，これも集積回路の進

化にとっては重要であった。

集積回路とは半導体の力を十分に発揮させる

ためのものであり，ゲルマニウムやシリコンな

どの結晶基盤の上に不純物を拡散処理したもの

である。これによって，ひとつの結晶基盤は抵

抗器，コンデンサー，ダイオードなどの働きを

もつことになる。それまでの電気回路の考え方

を一変させた画期的な発明であった。

新しい技術の発生の最後の事例として，化学

的合成技術をとりあげる。これは汎用技術とま

では言えないが，化学産業の中の汎用技術とで

も言うべきものである。化学産業の生産物はた
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とえばプラスチック，樹脂，人造ゴム，人造繊

維，染料，塗料，肥料，医薬品などであり，き

わめて広い範囲でつかわれている。化学的合成

技術は第２次産業革命を推進した技術のひとつ

であり，現在に至るまでその重要性は継続して

いると言えよう。

この技術の発生を考えると，科学（化学）の

進展による部分，企業，産業の要請による部分，

軍事目的による部分のすべてが見られ，何が主

導したとは言えない混合的なケースと判断でき

るように思われる。

まず化学研究であるが，これは圧倒的に１９世

紀末から２０世紀初頭にかけて，ドイツで大きく

進展した。なぜドイツで化学が大きく進展した

のかははっきりしないが，たまたまドイツ人の

タレントがそこにあったということもあろう。

ドイツは，このころの世界をリードした多くの

化学者，とくに F. ウェーラー，J. リービッヒ，

F. ケクレ，A. ホフマンなどを輩出した。第１

次大戦までの時期に，ドイツは３０人のノーベル

化学賞の受賞者を出している。この時点でイギ

リスとフランスはそれぞれ６人，米国は３人し

か受賞者を出していない（モウェリーおよび

ローゼンバーグ（１９９８）を参照）。

次に産業からの要請を考えると，初期の化学

産業は自然界に存在するものを人工的につくる

努力を行っていた。つまり，資源環境の中には

十分に存在しないが産業発展の上で必要の高

まったものを人工的につくろうとする圧力が作

用した。２０世紀初頭の世界の化学産業はソーダ

の大量生産を大きな課題としていた。ソーダは，

ガラス，肥料，硝石，ミョウバン，石けんの原

料となる。硝石は火薬の原料となる。またもう

ひとつの課題は人工染料の製造にあった。染料

には繊維産業その他から大量の需要があった。

たとえば，南フランスに多く自生する植物のア

カネからは紅色の染料（衣料品にとっては必需

品）がとれるが，ドイツではアカネが育たな

かったので人工的に紅色の染料をつくろうとし

た。それはコールタールを原料とするアリザリ

ンであり，ドイツの K. グレーベと C. リーバー

マンが１８６９年につくり出した。

第２次大戦中には，軍事目的（航空機，戦車

など）のために石油を産出しないドイツは人造

ガソリンと人造ゴムをつくった。共にその原料

は石炭であった。火薬の改良も化学産業が行っ

たことである。

大きな課題であったソーダの大量生産につい

ては，それにはじめて成功したのはドイツのフ

リッツ・ハーバーとカール・ボッシュであり，

高温高圧のもとで触媒をつかい窒素ガスと水素

ガスを化学反応させ，アンモニアをとり出すと

いう方法であった。１９１３年のことであり，これ

は化学産業におけるひとつの金字塔となった。

これによってドイツは窒素の原料としてのチリ

硝石への依存から脱することができた（アンモ

ニアからは硝酸がつくれる）。ハーバー＝ボッ

シユ法によるアンモニア製造によって大きく伸

びたのが，現在でも世界最大の化学企業であり

つづけている BASF（Badische Aniline und Soda

Fabrik）である。

しかし，第１次大戦が終わるころから，化学

産業は次第に石炭ベースのものから石油ベース

のものに変化していった。石油を精製すると，

さまざまな燃料と化学品の原材料となる中間生

産物が発生するが，この分野では石油を産出す

る米国の技術開発が世界をリードするように

なっていった。

Ⅲ－２．理論モデルによる説明

以上では，新しい技術（汎用技術に限らない）

が発生するメカニズムとして３つのものを示し

たが，その中で経済的に説明できるものについ

ては，それを理論モデルとして表現することが

より深い理解の一助となるであろう。このよう

な試みはこれまでほとんど行われてこなかった

ので，ここで若干のスペースを割いて論じてお

くこととしたい。

まず，新しい技術が純粋に費用削減効果のみ

をもつような場合を考えると，その分析はそれ

ほどむずかしくない。ある産業を考え，その中

で競争する企業はまったく同質的な生産物をつ
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くっており，競争は単位費用の大きさというレ

ベルでのみ行われていると仮定しよう。この産

業の生産物に対する需要曲線は所与であり，価

格低下に対して需要量が増えるという通常の右

下がりの形状をもつとしよう。

このような産業の中で各企業はどのように単

位費用を下げマーケットシェアを拡大しようと

するか。これをわかりやすい図で表したのが S.

メトカーフ（１９９５）であり，彼のつかった図を

そのまま別掲する。この図の中で，aから eま

では各企業の生産技術の違ちがいを反映する単

位費用（平均費用）の大きさを表している。ま

たそれぞれの下にある水平線の長さは各企業の

過去から現在までの投資によって決まる生産能

力であり，かつ生産量である。Pは価格，DD
－

は需要曲線，SSは供給曲線，hは産業の平均

単位費用である。メトカーフは，この図を用い

て，企業間競争がを引き下げる効果をもつこと

をスケッチした。各企業とも，利潤および（あ

るいは）外部からの資金調達によってもっとも

低い単位費用を実現する企業（複数であっても

かまわない）のみが存続し，それ以外の企業は

淘汰されていく。図中では，単位費用が eの企

業は存続しえない，しかし，ここでは時間の経

過と産業内の企業の相対的シェアの変化を考察

の対象とするわけではなく，aから dまでの企

業が存在する状態を考える。

この図を用いて新しい技術がいかなる場合に

導入されるのかを考えてみよう。もっとも単純

なケースは，新しい技術が“発明家”（企業で

あってもいい）によって発明され，それが新し

い機械設備として企業に売却され，それによっ

て企業が単位費用を引き下げ，それまでよりも

利潤を増やせるような場合である。（この新し

い機械設備は，発明家が個人であれば自分で企

業を設立して独占的に製造し供給すると仮定す

る。発明家が企業である場合も同様とする。独

占的供給は，パテントによって守られるか，あ

るいは製造方法を他企業は知ることができない

ことによって成立すると考える。）

図の中の任意の企業をとり，その利潤が新し

い機械設備を購入し使用することによってどれ

図 各企業の技術および生産量と価格

（出所）S. Metcalfe（１９９５）
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だけ増えるかを考えてみよう。たとえば a企業

をとってみる。価格は Pであり，単位費用は a

であるから，現在の生産量を Xaとすると，そ

の利潤 πaは

πa＝（P－a）Xa

である。企業 aは現在から無限の将来までの利

潤の割引き現在価値

１∞! ────πat＝０（１＋ra）t

を最大化すると考える。ここで ra企業 aがつ

かう割引率である。

新しい機械設備を導入したあとの各変数には

プライム（´）をつけよう。価格を P´とし，a

企業の単位費用を a´とし，生産量（販売量）

を Xa´とすると，新しい利潤πa´の大きさは

πa´＝（P´－a´）Xa´

となる。新しい状態において，P´が Pよりも下

がるかどうか，Xa´が Xaよりも大きくなるかど

うかはわからない。それは他の企業がどう行動

するかに依存する。a企業の利潤の増加△πa

は，

△πa =πa´－πa＝（P－a）Xa－（P´－a´）Xa´

であるが，これは正か負かはわからない。

さて問題は，これだけの利潤の変化が予想さ

れるとき，その利得（変化が正の場合）と新し

い機械設備の購入のための費用および維持運転

のための費用の相対的な関係がどうなっている

かということである。機械の維持運転のための

費用を単位費用の中に含めれば，機械の購入の

費用のみが問題となる。

単純化のため，各企業は機械設備を１単位

（１台）だけ購入するものとし（複数単位を購

入する場合の一般化は容易である），設備は永

久につかえるものとする。変化する利潤も永久

にそのレベルにとどまるとすれば，a企業が期

待する増加利潤の割引き現在価値は△πa／raで

ある。したがって，a企業が機械設備を購入す

る条件は△πa／ra＞機械設備の価格（Qとする）

となる。ポテンシャルな新規参入企業を含めて，

各企業ごとにこの条件が満たされるかどうか

（新規参入企業 jの場合は Xj＝０となる）を

チェックし，条件を満たす企業の数を合計すれ

ば購入される機械設備の台数となる。これが機

械設備への需要サイドの説明である。

それでは，この機械設備の発明家が経営する

独占企業は，１台当たりにどんなレベルの価格

Qをつけるだろうか。これは機械設備の（した

がって新しい技術の）供給サイドの説明となる。

需要サイドからは，需要家企業のいる産業全体

の機械設備への需要曲線（Qが下がれば需要は

増える）を導けるはずである。そこから，機械

設備を製造販売する独占企業の限界収入曲線を

得ることができる。そして，機械設備の製造に

は製造費用がかかるが，それをつくるまでの開

発費用もかかっている。開発費用は機械設備が

何台売れるかとは無関係な固定費用（埋没費

用）であり，１台の製造費用を m（一定）と

すればそれが限界費用となる。したがって，利

潤が最大化されるための条件として，限界収入

がこの限界費用と等しくなるところで機械設備

の価格 Qと生産台数（Bとしよう）が決まる。

このときに独占企業が手に入れる利潤が開発費

用を上回れば，この機械設備を開発し，製造販

売するインセンティブが存在することになる。

すなわち，この独占企業の総収入は Q・Bであ

り，利潤は（Q－m）Bであるから，これが開

発費用を上回ればいいのである。この場合に，

発明家は新しい機械設備を開発し製造し供給す

ることになる。

以上が基本的なモデルであるが，より複雑な

モデルへの拡張は可能であろう。たとえば，Xa´

を a企業が正確に予見できるという仮定はかな

り非現実的なので，企業間の相互依存や不確実

性を導入することが考えられる。また，ユー
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ザー企業の機械設備の使用技術は使用経験と共

に向上すると考えられ，その場合単位費用は低

下すると考えられる。それがおこればユーザー

企業の生産物の価格は低下し，したがって生産

物への需要は増加するであろう。それは機械設

備への需要をも増加させよう。これらの変化を

モデル化することは可能であり，ブレスナハン

およびトライテンバーグ（１９９５）はそのひとつ

の試みであるが，ここでは基本モデルの提示に

とどめておく。

次に，新しい技術がそれまで存在しなかった

ような新しい財を創出するような場合を考える。

これを理論的に分析することはかなりむずかし

いので，ここではスケッチにとどめておく。新

しい財が最終消費財である場合を考えてみよう。

「まったく新しい財」とは何か。「それはこ

れまでに存在しなかったような財である」と

言ってしまえばそれまでであるが，「これまで

に存在しなかった財」を広く定義すれば，既存

品のデザインをすこし変えたものとか，既存品

の質をすこし高めたものまで入ってきてしまう

ことになる。しかし，「まったく新しい財」と

いうコンセプトがとらえたいのは，馬車が自動

車に変わるとかろうそくが電球に変わるという

ようなラディカルな変化である。

このようなラディカルな意味での新しい財を

厳密に定義するためには，ランカスター（１９７９）

が考えた財の多次元的な特性をとらえるしかな

いであろう。すなわち，消費者が欲するものは

財が与えるサービスであり，そのサービスへの

欲求は安定して存在すると考える。サービスは

多次元的であることが多いであろう。それらの

サービスが既存の財とは著しく異なる大きさと

なるような場合をまったく新しい財と考えるの

である。すなわち，特性の空間を考え，各特性

を各次元にとれば，財はその中の点によって表

現できるが，２つの財の相異の大きさは２つの

点の間の距離だと考えるのである。たとえば，

消費者はある地点から他の地点へ物理的に移動

したいという欲求をもっている。その移動とい

うサービスを提供する財として，馬車と自動車

をとってみる。これら２つの財は，いくつかの

共通の特性によって比較することが可能である。

この特性が何であるかは先験的に決まっている

わけではなく，研究者が本質的と判断するもの

によって決まってくる。「移動」というサービ

スについて言えば，おそらく「スピード」，「安

全性」，「快適性」，「信頼性」，「利用時間のフレ

クシビリティ」の５つの特性が重要であろう。

そして，これら５つの特性を１単位の財がどの

程度の大きさで与えるかを量的に測ることは可

能であろう。すべての特性において１台の自動

車は１台の馬車より飛躍的により大きいサービ

スを与えると言っても差し支えない。サービス

の量が「飛躍的に」とか「著しく」異なると言

うのは程度の問題ではあるが，数量化ができれ

ば，小さい変化と大きい変化との区別はつけら

れる。

このように，「新しい財」はいくつかの量的

に表した特性によって定義できる。これをその

財１単位の価格とパッケージにしたものを，消

費者は他の財の同様のパッケージと比較しつつ

選択すると考えることができる。もちろん，新

しい財が出現してはじめて消費者には他の財と

それとを比較することが可能になるわけであり，

これだけでは新しい財が発生することの説明と

はならない。

新しい財が発生してくるメカニズムの説明は，

先に説明した，企業が費用を下げるために使う

新しい機械設備の発生の説明とそれほど異なる

ものではない。すなわち，需要サイドと供給サ

イドに分けて考えることができる。

需要サイドには複数の消費者がいる。その中

の任意の１人の消費者をとり，その効用最大化

行動を考える。その基本原理はミクロ経済学の

消費・需要理論から明らかである。

消費（需要）の対象となる財の数を Nとし

よう。１から Nまでのすべての財が消費され

るとはかぎらない。この消費者の効用関数を U

とし，各財の消費量を Xiとする（Xiはゼロと

なりうる）と，U＝U（X１，X２，……，XN）で

ある。このとき，財そのものが消費されるので
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はなく，その財から得られるひとつ，あるいは

複数の種類のサービス（特性）の束（bundle）

が消費されると考える。この消費者の所得を

Mとし，各財１単位の価格を Piとする。消費

者は，所得（予算）制約と各財の消費量が負に

はなれないという非負制約のもとで Uを最大

化するので，問題は制約条件つきの最大化とな

り，数学的にはラグランジュの問題となる。す

なわち，

Maximize U（X１，X２，……，XN）

Subject to
!

iPiXi≦M，Xi≧０

である。

最大化が行われるとき，所得制約にかかるラ

グランジュ乗数はあるコンスタントとなる（所

得の限界効用を表すものと解釈される）が，そ

れを λとし，また財の非負制約にかかるラグ
ランジュ乗数もあるコンスタントとなるのでそ

れを Ψiとする。非負制約がバインディングと

なる，つまり最適な消費量がゼロとなる場合に

は Ψiは正であり，バインディングとならない，

つまり最適な消費量が正となる場合には Ψiは

ゼロである。すなわち，最適解は次のように表

わすことができる。

Ui＝λPi（ i＝１，２，……，Iかつ Ψi＝０）

Uj＝λPj＋Ψj（j＝Ｉ＋１，……，NかつΨj＞０）!
iXiPi＝Μ

ここで，Ui，Ujは第 i財，第 j財の限界効用

であり，第１財から第Ⅰ財までは消費量が正で

あり，第（Ⅰ＋１）財から第 N財までは消費

量がゼロである。消費量が正となる財について

は，各財の限界効用はその財の価格に比例する。

ここで新しい財が出現したとしよう。その財

を第（N＋１）財とすると，消費される可能性

をもつ財の数は Nから（N＋１）に増えるので，

それを視野に入れた消費者はまったく新しい効

用関数 V＝V（X１，X２，……，XN，XN＋１）を最

大化しなければならなくなる。新しい財が出現

する前に最大化されていた効用の水準を U＊と

し，出現したあとで最大化される効用の水準を

V＊としよう。すると，V＊が達成されたときに

消費される XN＋１が正かどうかはわからないの

である。

問題はここである。最適解において XN＋１が

正となるためには，２つの条件が満たされねば

ならないということが重要である。ひとつは，

Vという効用関数を制約条件のもとで最大化し

たときに，第（N＋１）財についての非負制約

がバインディングでないこと，つまりそのラグ

ランジュ乗数がゼロとなることである。そして

もうひとつは，新しい財が出現する前の U＊と

くらべて V＊がより大きいことである。

前者の条件が満たされるかどうかは，Vを最

大化する問題を解いてチェックする以外にない。

そこで，かりに最適解において XN＋１が正であ

ることがたしかめられたとしよう。ところが，

これだけでは V＊が U＊よりも大きいかどうか

がわからない。Uと Vはまったく異なる効用

関数であり，比較のしようがないからである。

この問題を解決するためのひとつの方法は，新

しい財が出現する前にも消費者は第（N＋１）

財までを対象とする効用関数 Vをもっていた

と考えることであろう。そのときの効用関数を

Uではなく Vと書くと，V＝V（X１，X２，……，

XN，０）であるが，（N＋１）番目の財（新しい

財）の消費量がはじめからゼロとなっていると

は考えず，最適な消費量がゼロとなる他の財と

同じように，財の価格が限界効用とくらべて高

すぎると考えるのである。ただし，新しい財の

価格が市場で観察できるわけではないので，そ

れはバーチャルな，あるいは擬似的な価格であ

る。こうして，新しい財が出現する前とあとの

効用水準を同じ Vという関数によって比較す

ることが可能となる。

ここまでくれば，あとの議論は簡単である。

以上述べた２つの条件を満たす消費者の第（N

＋１）財に対する需要を集計すると，この新し

い財に対する右下がりの市場の需要曲線が求ま

る。そして，この財を供給するのはそれを開発
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した企業のみであり，供給は独占的に行われる

と仮定する。この独占企業の経常的な利潤は，

限界収入が財生産における限界費用と等しいと

きに最大化されるので，価格と生産量はそこで

決まる。この経常的な利潤をこの企業が用いる

割引率によって現在価値におきかえ，それが新

しい財の開発費用を上回っていれば開発は行わ

れるという結論が得られる。

Ⅲ－３．科学研究の「制度化」と研究開発の「内

部化」

以上では新しい技術の発生を歴史的・理論的

に見てきたわけであるが，ここでどうしても一

言しておかねばならないのは，１９世紀後半に科

学研究の「制度化」が，また１９００年前後に研究

開発の「内部化」が世界の主要国でおこったと

いう事実である。前者（制度化）については日

本はこの世界のトレンドから約５０年遅れ，後者

（内部化）については日本は約２０年程度遅れた。

近代科学技術において日本が欧米諸国に大きく

遅れていたことは認めねばならないであろう。

近代科学が成立したのは１７世紀であった

が，１９世紀末まで技術や工学の研究はほとんど

大学の外部にいるアマチュア科学者（別に本職

をもつ）によって行われた。しかし，主要国で

は１９世紀後半に既存の大学に理学部・工学部が

設置されたり，あるいはこれらの学部をもつ大

学が新設されるという動きが強まった。それは

科学技術を専門的に研究する機関と人材への社

会的要求の高まりを反映するものであり，科学

技術が経済力と軍事力の増強に役立つことがわ

かってきたからである。こうして１９世紀末には

科学研究は専門職業化し，ほとんどが大学や研

究所に所属する科学者によって行われるように

なり，また国家が大学や研究所を設立・支援す

るようになった。これが科学研究の「制度化」

と言われる現象である。

すでに述べたように，１９００年前後には重要な

いくつかの新技術が出現し産業化されていった

が，それはこのような科学研究の制度化と密接

に関連していたと考えるべきであろう。もちろ

ん，大学の科学・工学の研究は主として基礎的

部分を対象とするものであり，はじめから産業

的応用を念頭において行われるものではない。

しかし，そうであっても科学研究の高度化が企

業が行う応用研究と技術開発にとって促進的な

環境をつくり出したことは間違いない。電力産

業と化学産業（ある程度まで）が科学主導で生

まれたことはすでに述べたとおりであるが，そ

こまでいかなくとも，科学的・工学的知識のス

トックの増大は，すべての産業で新しい技術開

発の可能性を拡張するか，あるいはそのコスト

を低下させるものだったであろう。

主要国における大学設立の動きを一瞥してお

こう。米国では，１８６２年に制定されたモリル法

によって各州へ国有地を贈与することが決めら

れ，各州はその売却代金をつかって少なくとも

ひとつの州立大学を運営することとされた。そ

うしてつくられた多くの大学は，農業と工業の

技術を強調する実学的性格をもっていた。これ

らの大学の中でもっとも有名なものはマサ

チューセッツ工科大学（MIT，１８６２年設立，の

ちに州立ではなくなった）であろう。MITが

電気工学科を設置したのは１９０６年であり，化学

工学科もそのすこしあとに設置された。

ドイツでは，１８２５年にカールスルーエ技術高

等学校が，１８６８年にミュンヘン工科大学が，そ

して１８７９年にベルリン技術高等学校がつくられ

た。これらの技術系大学が古い大学と共存する

こととなった。大学には政府と産業界から多額

の資金援助が行われ，第１次大戦前までにドイ

ツは世界でもっとも進んだ研究体制をもつに

至った。また，政府は１８８７年に物理学・工学研

究所を設立し，１９１１年にカイゼル・ヴィルヘル

ム協会（現在のマックス・プランク協会）を設

立した。こうした米国とドイツの理工系大学へ

の注力とくらべると，イギリスとフランスはか

なり遅れた。

正確な比較はむずかしいが，理工科系の学生

の数は，１９１３年において，米国が４万人，ドイ

ツが１万７，０００人，イギリスが６，５００人であった

（ウィリアムズ（１９８２）を参照）。産業界はま
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すます専門的な技術教育を受けた人材を必要と

していたから，大学の教育・研究の質と量は決

定的に重要になっていた。日本でも１８７７年から

１９１０年の間に４つの国立大学が設立され，その

すべてに工学部が設置されていた。国立の研究

所を設立する動きも各国で見られたが，ここで

は省略する。

目を企業自身による研究開発に転じよう。２０

世紀に入ると，企業は大規模化し，大学との研

究交流はもちろん行われたが，企業自身が研究

開発を行うようになった。その中には高度の基

礎研究が含まれるほどになったのである。１９世

紀末までは技術開発あるいは発明は主として個

人発明家が行っていたことであり，企業はその

中から自分に必要なものを購入していた。この

個人発明家の中でも桁はずれの才能をもってい

たのが T. エディソンであり，彼は１８７６年に

ニュージャージー州メンローパーク郊外に自分

自身の研究所をつくっている。また，G. ウェ

スティングルウスも列車のエア・ブレーキなど

いくつかの重要な発明を行った。共に電機会社

を創立した企業家でもあった。しかし，１９００年

前後に現れた新しい技術はそれまでのものより

もはるかに科学・工学の知識にもとづくもので

あり，その発展は個人発明家の手に負えないも

のとなりつつあった。それに加えて，米国では

１９３０年代（とくにルーズベルト政権下）に独占

禁止法の運用がきびしくなったという事情も

あった。そうなると，米国の大企業は他企業の

買収によって大規模化することがむずかしくな

り，自らの内部で研究開発を行って新しい製品

をつくり出すことによって成長を維持しようと

する傾向を強めた（モウェリーおよびローゼン

バーグ（１９９８）を参照）。こうして研究開発の

「内部化」が進んだのである。

米国では，第１次大戦までにほとんどの大企

業が研究所を設立した。ゼネラル・エレクト

リック（GE）の創立は１８９２年であるが，１９００

年に研究所を設立している。ハウンシェル

（１９９８）によって研究所の設立年を見ると，ス

タンダード・オイル・オブ・インディアナは

１９０６年，デュポンは１９０３年，イーストマン・コ

ダックは１９１２年となっている。AT&Tは１９２５年

であるが，１９１０年ごろから研究開発の姿勢を強

めている。AT&Tの研究所とは言うまでもなく

ベル研究所であり，その研究者たちは数々の

ノーベル賞をとるほどの研究水準を保っていた。

ハウンシェルは，１９１９年から３９年までの間に米

国の製造業企業は１１５０もの研究所を設立したと

述べている。

これらの研究所から生まれた顕著な発明とし

ては，１９１０年に GEの研究所が行ったタングス

テン・フィラメントをつかう白熱電球，１９３０年

にデュポンの研究所のW. H. カロザースの

チームが行った人造ゴム，１９３５年に同じくカロ

ザースのチームが行ったナイロンがある。なお，

コンピューター技術はより最近のものであり，

IBMが研究所を設立したのは１９４５年であった。

その後，IBMは１９５６年にこれとは別の基礎研

究所を設立し，高水準の基礎研究を行った。

ドイツにおいては，米国以上に早く，１８８０年

ごろから企業が自前の研究開発組織をつくるよ

うになった（とくに化学産業と電気機械産業）。

ハウンシェルによると，その代表的モデルはバ

イエル社のものであり，研究所には最新の実験

装置，学術文献と特許の図書館があったという。

この研究所の初代所長は K. ドゥイスベルクと

いう人物で，のちに取締役，社長にまで昇進し，

そして巨大な化学企業合同（コンビナート）で

ある I. G. ファルベンの創立者になったという。

１９００年の時点で，バイエルのほか，BASF，へ

キスト，ジーメンスがすでに研究所をもってい

たが，それに匹敵する米国企業は存在しなかっ

た。
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Ⅳ．産業化の歴史的考察

Ⅳ－１．汎用技術の産業化のパターン

以上で新しい技術が発生するメカニズムはあ

る程度解明できたと思われる。そこで本節では，

新たに生まれた技術がどのように新しい産業の

発生と発展につながるのかを考えることとしよ

う。ここで関心があるのは，いったん発生した

産業がどのように発展していくかということで

はなく，産業の発生そのもの，あるいはその立

ち上がりである。すなわち，産業発展のきわめ

て初期の状態に焦点を合わせる。産業史は膨大

な研究分野であるが，産業ごとにそのすべてを

論じることは本稿の目的ではない。新しい産業

が立ち上がるときに主として何がおこるのかが

興味ぶかいのであり，以下ではまず汎用技術に

即してそれを論じる。初期産業化の歴史をふり

かえってみると，改良改善型の技術開発が継続

することと同時に政府の支持的政策（技術の標

準化，需要の提供，反独占など）が重要である

ことがわかる。

第Ⅲ節までに論じたことから考えると，まず

技術がどのようにして一定量の商品としての財

の生産につながっていったかが問題とされねば

ならないであろう。この問題を具体的に汎用技

術とそれ以外の技術とに分けて考えてみる。ポ

イントがわかれば十分なので，議論は簡潔なも

のとしておきたい。

汎用技術の中から，まず電力をとりあげよう。

電気もひとつの財と考えると，電力産業とはそ

の電気をつくり需要家にとどける産業であり，

汎用技術を体化した財（電気）の生産がそのま

ま産業となった事例である。電気の生産は水力

あるいは火力を利用する発電機によって行われ

るが，電力産業はその電気を送電・配電施設に

よって需要家にとどけることによって成立した。

多くの国において，初期の電力会社は各地に

独立して設立されたが，そのすべてが民間会社

ではなかった。これは電力供給が自然独占であ

り，競争に合わないからである。民間会社の場

合でも何らかの公的規制が加えられるのがふつ

うである。たとえば１９００年において，米国には

３，０００をこえる会社が電力を供給していたが，

そのうちの２０％は地方自治体が経営を行ってい

た。イギリスにおいては約２５０の会社が電力を

供給していたが，その半分以上は自治体が経営

を行っていた。自治体は通常ガス供給事業を

行っていたため，電力業の発展はおくれたと言

われている。いずれにせよ，小さい会社が乱立

するのでは全国的なネットワークは運営しにく

く，技術の標準化も進みにくい。そこで，各国

で電力会社は合併により次第に大規模となって

いった。また公的規制の強まりが各国で見られ

た。

技術的には直流と交流のどちらがいいかが大

問題であったが，大型の発電所から小さいロス

で遠くまで電気を送るためには高い電圧が必要

であり，かつ変圧器（トランス）による電圧の

変更が必要であった。この条件をよりよく満た

すのは直流ではなく交流であり，早い時期に（米

国とイギリスでは１９００年までに）交流方式に落

ちついた。

１８９０年代の米国で大きな話題となったのは，

G.ウェスティングハウスが創立したウェスティ

ングハウス・エレクトリック（WHE）と T.エ

ディソンの流れをくむゼネラル・エレクトリッ

ク（GE）の標準争いである。前者は交流，後

者は直流による発電を推進した。しかし決着が

ついたのは早かった。

初期の需要は，家庭とオフィスにおいては白

熱灯による照明に，また工場においては電動

モーターによる動力に集中していた。白熱灯に

よる照明がそれまでのランプやガス灯よりも優

れていたことは明らかであり，また工場におけ
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る電動モーターがそれまでの動力源であった蒸

気機関や水力よりも優れている（小型化が可能，

稼動の開始・停止が容易など）ことも明らかで

あった。したがって，電力産業は電気への需要

が存在することには確信をもつことができた。

しかし，発電と送・配電のシステムを全国的に

つくりあげることは大事業であり，ほぼすべて

の需要家に電気が利用できるようになるまでに

は約半世紀がかかっている。ウィリアムズ

（１９８２）はイギリスにおける電気の普及につい

て，「１９２０年には家庭の１２％に電気が通ってい

たが，この比率は１９５０年に８６％となり，１９６０年

には９６％となった」と述べているが，このよう

なスピードの遅さは他の西欧諸国と米国でも同

様に見られたものである。電力供給を全国的シ

ステムとするためには技術の標準化と初期の小

規模企業の統合が必要であったが，これは多く

の国でようやく第二次大戦のあとにおこってい

る。イギリスとフランスでは企業の国有化が行

われ，単一の国営電力会社が生まれている。

電力とは対照的に，内燃機関という汎用技術

はその生産と販売に特化した産業を生み出した

わけではない。内燃機関はさまざまなタイプに

発展した。その代表は自動車につかわれるピス

トン方式のガソリン・エンジン（レシプロ・エ

ンジン）であるが，それを生産するのは自動車

産業である。トラックやバスのような大型の自

動車はディーゼル・エンジン（燃料は重油）が

つかわれることが多いが，このエンジンも自動

車を製造する企業が生産するのがふつである。

ただし，船舶用のディーゼル・エンジンと航

空機用のタービン・ジェット・エンジンについ

ては，その生産は重機械あるいは電気機械の企

業が行うこととなった。これらのエンジンも内

燃機関であるが，自動車のガソリン・エンジン

とくらべるとより大型で複雑である。したがっ

て，製造業や航空機製造業の企業はエンジンだ

けは別の産業から調達することになったのだと

思われる。

この中で興味深いのは，ジェット・エンジン

を製造するメーカーの出現である。第１次大戦

のころから空軍の航空機つくられるようになっ

たが，そのころの航空機エンジンは自動車エン

ジンとあまりちがわないレシプロ・エンジンで

あった。しかし，１９３０年代に入るとドイツとイ

ギリスがガス・タービン方式のジェット・エン

ジンの研究を始めた（やはり軍事目的）。第２

次大戦までに研究がもっとも進んでいたのがこ

の両国である。ドイツは１９３９年８月にジェット

・エンジンを積んだ Heinkel He１７８という航空

機を世界ではじめて飛行させた。また，イギリ

スでは，軍に所属していたフランク・ホイット

ル（Whittle）がケンブリッジ大学で研究開発を

行い，そのあと，Power Jetsという会社を設立

し，１９３７年にジェット・エンジンを完成させて

いる。それを積んだジェット機の飛行は，１９４１

年５月であった（ウイリアムズ（１９８２）を参照）。

ジェット・エンジンの設計図は第２次対戦中に

イギリスから米国へ伝えられたゼネラル・エレ

クトリック社がそれにもとづいて米国に適合し

たエンジンを開発することとなった。

ジェット・エンジンは，タービンを高熱の中

で長時間にわたって高速回転させるものであり，

自動車エンジンよりも技術的にはるかに高度の

ものである。現在，米国で民間航空機のジェッ

ト・エンジンをつくっているのは，プラット・

アンド・ホイットニー社（Pratt and Whithey，

１９２５年創立）とゼネラル・エレクトリック社の

みである。これらの企業は現在も軍用機用のエ

ンジンをつくっており，その開発に対する国防

省からの資金提供の恩恵は民生用エンジンの開

発・製造にもスピルオーバーしているものと考

えられる。

準汎用技術である化学的合成はどうか。化学

産業の初期においては，すでに述べたように，

ソーダ，硫酸，火薬，肥料，染料などの生産が

中心となっていたが，その主たる原料は石炭で

あった。石炭からガスやコークスをつくると

コールタールが副生するが，それが多くの化学

品の原料となった。

しかし，１９３０年代に入ると，化学産業は次第

に石炭ベースのものから石油ベースのものに
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なっていった。化学産業は原料を科学的に加工

することによって質的変化を行わせるものであ

り，その最大の特徴は装置産業だということで

ある。すなわち，反応容器が必要であり，反応

生成物のろ過，分離，蒸留などの「単位操作」

を行うための装置が必要である。したがって，

原料は固体よりも液体や気体の方が連続的・自

動的生産プロセスに適合している。こうし

て，１９３０年代に入って化学産業は石油ベースの

ものに大きく変化した。この変化をもたらした

ものは，フランス人のユージン・ウドリ

（Eugene Houdry）が開発した石油の触媒脱硫

技術だったと言えようが，１９３０年代，４０年代

には米国，イギリス，ドイツでも石油からさま

ざまな物質を取り出す方法が開発された。粗製

ガソリン（ナフサ）を分解するとエチレン，プ

ロピレンなどのガス状オレフィンが生成するが，

そこからあらゆる種類のプラスチックがつくら

れるようになり，ほぼすべての産業でつかわれ

るようになっていったのである。このころの技

術開発は，革新的というよりは改良改善的であ

る。また，このころには各国で自動車の生産が

盛んになり，ガソリンへの需要が大きく伸びた

ことも石油化学の進展を促進したであろう。

石油べースの化学産業へは，第２次大戦中お

よび戦後に多くの企業が参入したが，米国では

政府がそれをあと押ししたということもある。

モウェリーおよびローゼンバーグ（１９９８）は，

その顕著な事例としてデュポンとイギリスの

ICI（Imperial Chemical Industries）に対する米国

政府の行動をあげている。１９３０年代末にポリエ

チレンを発見したのは ICIであったが，そのパ

テントに使用料を払って米国ではじめて生産を

始めたのはデュポンであった。ところが，米国

の司法省は ICIとデュポンに対して独禁法違反

の訴追を行い，その取下げの条件としてポリエ

チレンのパテントの自由な使用を要求した。こ

うした政府の政策が，大戦中および戦後の時期

に，石油化学のプロセス技術を米国企業の間に

広く普及させることになったという。

それでは，より新しい汎用技術であるコン

ピューターはどうか。

コンピューター産業の初期の歴史はすべて米

国のものである。現在のコンピューター産業は，

ソフトウエアとサービスを含めると巨大なもの

となっているが，ハードウエアにおいても汎用

コンピューターだけでなくさまざまなワークス

テーションやパソコンがつくられるようになっ

ている。また，そのユーザーはほぼすべての産

業に広がり，個人の使用も日常的なものとなっ

ている。また，コンピューター技術と通信技術

との融合が進み，情報通信革命（ICT）と言わ

れるような状況となっている。

１９７０年ごろまでの米国を見ると，汎用（メイ

ンフレーム）コンピューターが支配的であり，

メーカーはカスタム品としてのソフトウエアも

製造していたことが特徴である。初期のメー

カーとしては，IBMと共にレミントン・ラン

ド社が有力であった。IBMは１９２４年創立（ト

マス・ワトソンによる）で，機械式のコンピュー

ターの製造経験をもっていた。しかし，１９６５年

にディジタル・イクイプメント社（DEC）がミ

ニコンピューターを発売して以来このタイプが

大きく伸びたこともあった。１９７０年代に入ると，

コンピューターの小型化，分散化が始まった。

パソコンは，マイクロプロセッサー（MPU）

を多目的につかえる汎用コンピューターの形に

まとめたものである。MPUは１９７１年末にイン

テル社が開発したものであるが，パソコンにつ

かわれはじめたのは１９７０年代なかばであった。

このころ現れたのが天才的なプログラマーであ

るウィリアム・ゲイツであり，８ビットの

MPUの上でも BASIC（コンピューター言語）

がつかえるようにした。パソコンの元祖は１９７６

年にスティーヴン・ウォズニアックとスティー

ヴ・ジョブズの２人が開発した AppleⅠという

プロトタイプと言えようが，この２人は１９７７年

にアップル社を創立し，同年 AppleⅡというパ

ソコンを発売している。

米国には現在も多くのコンピューター会社が

存在するが，１９５０年代，６０年代のメインフレー

ムコンピューターの時代においても，IBMだ
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けでなくスペリー，バロース（両社は１９８７年１

月に合併してユニシスとなった），レミントン

・ランド，DEC，ヒューレット・パッカード

（HP），NCR，コントロール・データ，ハネウ

ェル，データ・ゼネラル，アムダールなどの会

社が存在していた。これは産業の成長を見込ん

で多くの企業が参入したためであるが，米国政

府が競争による産業の発展という哲学をコン

ピューター産業にも適用していたからでもある。

とくに，支配的立場にあった IBMに対しては

独禁法にもとづく訴追がありうることを圧力に

つかい，１９６８年にはハードウェアとソフトウエ

アとを別々に販売させることとした。その結果，

独立のソフトウエアハウスが現れることとなっ

た。

米国政府の政策としては，１９５０年代，６０年代

の需要の補給も重要であった。国防省や NASA

がどのくらいコンピューターのハードウェアと

ソフトウエアに支出を行ったかについての正確

なデータはないが，商用，民生用の需要が十分

に大きくなるまでのつなぎの役割は十分に果た

したと考えられる。民生用の中には大学からの

需要も含まれるが，初期にはその購入費用の大

きな部分も政府からの補助金がまかなっていた。

Ⅳ－２．汎用技術のユーザー産業の発展

汎用技術のユーザーがそれをベースとして独

自の産業を立ち上げた事例も数多いが，ここで

は電気機械産業（電力・電気技術）と自動車産

業の（内燃機関技術）のみをとりあげる。これ

ら２つの産業は汎用技術を最大限に活用した。

電気機械産業は，発電機，電動機（モーター），

そして白熱電球の製造によって始まっている。

これらの製品をつくりはじめたのは，米国のゼ

ネラル・エレクトリック（GE），ウェスティン

グハウス・エレクトリック（WHE），イギリス

のゼネラル・エレクトリック（GEC，米国の GE

とは無関係），ドイツのジーメンスといった会

社であり，１９世紀末のことであった。米国では

電動機を発明したニコラ・テスラがそのパテン

トをWHEへ売却した（ウィリアムズ（１９８２）

を参照）。

白熱電球の発明は，１８７８年にイギリスの J. ス

ワンが，そして１８７９年に米国の T. エディソン

が行った。しかし，スワンはフィラメントに綿

糸をつかったので電球の寿命は短く，またエデ

ィソンのように電力の送・配電システムを考え

なかった。エディソンはフィラメントに日本の

竹からつくった炭素をつかってある程度成功し

た。しかし，１９１０年に GEがフィラメントをタ

ングステンにしてより明るい光を得るという改

良を行い，その３年後にはタングステンの蒸発

を抑えるための電球の中に（真空でなく）不活

性ガスを封入するという工夫が行われた。こう

した改良改善と大量生産によって低価格で品質

の良い白熱電球は急速に普及することになり，

それと共に電機会社も成長した。

米国では，白熱電球の次の段階である家電製

品の時代はすでに１９２０年代から始まっている。

このころの製品は，冷蔵庫，洗濯機，掃除機な

どであり，小さいものとしてはラジオ，トース

ターなどである。多くのものは小型電動モー

ターを内臓していた。（１９２０年代の日本にはま

だ家電製品は現れていない。１９２５年に NHKが

ラジオの試験放送を始めている。）しかし，米

国においても，本格的な家電製品の時代は第２

次大戦のあとに到来している。

米国の初期の電機産業におけるリーダー会社

は GEとWHEであったが，これらは共に発明

家で起業家でもあった人物によって設立されて

いる。GEは１８９２年の設立であるが，これはエ

ディソン・ゼネラル・エレクトリック（EGE）

がアーク灯製造会社であったトムソン・ヒュー

ストン社を買収してできた。その EGEは，１８８９

年にエディソン電灯会社（１８７９年設立）の製造

部門がドイツのジーメンスの出資を得て独立し

てつくられた会社である。また，WHEは１８６９

年に G. ウェスティングハウスが設立した会社

であるが，当初は列車用のエアーブレーキ（G.

ウェスティングハウスが発明）を製造していた。

次に自動車産業の立ち上がりについてである

が，重要なことはこの産業がきわめて多くのサ
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プライヤーを必要とするということであろう。

自動車をつくるためには，エンジンだけでなく，

鋼鉄製のシャシー，気化器（キャブレター），

変速機，ブレーキ，ガラス，タイヤなど多くの

部品が必要である。ところが，初期産業化の時

代には，十分なサプライヤーが存在しない。そ

こで，多くの材料，部品を自社でつくる必要が

あり，この体制を早く整えることのできた企業

がリーダーとなった。もうひとつの重要な課題

は大量生産システムを設計し実行することで

あった。それによって大衆が購入できる価格を

実現しなければ産業としての発展はない。

これら２つの課題をもっともよく実現したの

は，１９０３年にヘンリー・フォードが設立した

フォード自動車であった。フォードは１９０８年に

大衆車「モデル T」を売り出して大成功をおさ

めた。これは誰もが知っているエピソードであ

るが，フォードが行ったもうひとつのイノベー

ションは１９１９年にデトロイト郊外のリバールー

ジュに巨大な流れ作業方式の製造工場をつくっ

たことである。この工場内には製鉄所もあり，

さまざまな部品が内製された。この工場が実現

した大量生産方式には当時としてはもっとも先

進的なものであり，歴史に残るイノベーション

となった（チャンドラー（１９９０）を参照）。

このような米国とくらべると，ヨーロッパに

おける自動車産業の発展はやや遅れた。米国と

ほぼ同じ時期に，イギリスではオースティン，

モリス，フランスではシトロエン，ドイツでは

メルセデス・ベンツ，ポルシェなどの会社が設

立されているが，乗用車は一部の金持ちだけが

つかうものという観念が根強く残り，低価格の

大衆車が現れるのは米国よりもずっとあとに

なった。

Ⅴ．日本のこれまでの経験とこれから

以上に述べてきたことによって，本稿が言わ

んとすることはほぼ尽くされている。しかし，

以上では日本の技術と産業についてほとんどふ

れることがなかった。そこで，本稿の締めくく

りとして，日本について若干の言及を行ってお

くことが適当であると思われる。

Ⅴ－１．日本の科学技術の性格

日本では，江戸末期あるいは明治初期まで近

代的な科学技術は発展することがなかった。江

戸期までの日本において，技術力がそう低かっ

たわけでないことはたしかである。たとえば，

江戸末期において，南部藩は小型の高炉をつ

くったし，佐賀藩は純国産の蒸気船をつくり，

蒸気機関車の小型模型をつくることができたの

である。しかし，これらはすべて，すでに欧米

がもっていた技術であり，日本人はその技術を

体化した実物を見ることによって見よう見真似

でつくったのである。近代的な技術が日本で内

発的に現れたわけではない。まったく何もな

かったところで新しい発見・発明を行うことと，

すでに行われた発明・発見の改良改善を行うこ

ととはおのずから評価の異なる営みであろう。

すでに述べてきたような汎用技術の発生におい

ては日本人が何かを貢献したということは一切

ない。この事実は銘記すべきであろう。

しかし明治期の後半になると，日本の科学研

究のレベルが急速に上がり，国際的にも評価さ

れるような（欧米の学者の論文にも引用される

ような）業績がでている。その事例として，廣

重徹（２００２）は次のようなものをあげている。

志賀潔の赤痢菌の発見（１８９７年）

木村栄の緯度変化における乙項の発見（１９０２

年）

長岡半太郎の土星型原子模型（１９０３年）

鈴木梅太郎のビタミンの発見（１９１０年）

本多光太郎の鉄の変態の研究（１９１３年）
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現代の日本においては，世界的業績と言って

いいものはかつてよりも増えているが，それで

も基礎研究の深さにおいてはなお欠けるところ

が残っているように思われる。また分野別に見

ると，物理学や化学にはたくさんの人材がいる

が，コンピューターサイエンスやライフサイエ

ンスにおいては依然として弱体であると言わね

ばならないだろう。基礎研究がただちに産業化

に結びつくような発見を生むわけではないが，

これまでの汎用技術は必ずいつかは成熟するわ

けであり，改良改善型ではない新技術への用意

をしておかねばならない。そのためにはやはり

基礎研究の充実が必要である。若者の「科学ば

なれ」というような現象がもし事実であるのな

ら，何とか是正していかねばならない。大学の

理工学部は，新しい科学・工学のトレンドに合

わせてもっと再編すべきであろう。

Ⅴ－２．日本の技術開発と産業化

日本のほとんどの技術開発は，ごく最近まで

は欧米の進んだ技術を対価を払って輸入し，そ

れを改良改善するという形で行われてきた。欧

米に進んだ技術がある以上，それを輸入して改

良し産業化に結びつける方が安上がりであり，

それは企業としてきわめて合理的な行動であっ

た。

日本が技術の改良改善をやったが故に新しい

産業が創り出された，という事例は少なくない。

もともとの技術を開発した企業がそれを体化し

た製品を商業ベースにのせられなかったとすれ

ば，それができた日本企業は，その独創性の評

価はともかくとして，経済的には大きな価値を

つくり出してたことになろう。

いくつかの事例を見てみよう。

明治のはじめに工学寮（１８７３年設立，現在の

東大工学部）の助教授だった藤岡市助は，１８９０

年に電球を製造する会社として「白熱舎」を設

立した。この会社は１８９８年に社名を「東京電

気」に変え，１９０５年に米国の GEから資金と

技術の援助を受けるようになり，GEは東京電

気の株式の５１％を取得した。１９１０年に GEがタ

ングステン・フィラメントの電球を発明したが，

東京電気はこのフィラメントを二重コイルとし，

電球の内面をつや消しにするという改良改善を

行った。そのための研究開発は１９１８年設立の研

究所で行われた（小田切宏之および後藤晃

（１９９８）を参照）。なお，東京電気は現在の東

芝の前身のひとつである。

自動車産業においては，日本企業による技術

の吸収は１９２０年代から戦前まで行われていた

フォードとゼネラル・モーターズの日本子会社

によるノックダウン生産によって行われた。目

の前で行われた米国企業による生産は日本の

メーカーにとって大きい刺激となった。

日本の自動車メーカーの中で，日産自動車は

１９３３年鮎川義介（東大工学部卒）が設立したも

のである。鮎川は，フォードや GMの自動車

と競争できる自動車をつくろうとし，米国製の

設備，工具，金型などを工場に備えつけた。し

たがって，その技術は輸入されたものであった。

これに対して，トヨタ自動車は，１９３７年に豊田

自動織機の自動車部門が独立する形で生まれた

（社長は豊田喜一郎）。このトヨタ自動車は設

備を外国から輸入せず，自前でつくりあげた。

しかし，米国製の設備と自動車を手に入れてそ

の分解研究（リバース・エンジニアリング）は

行っているのである（小田切宏之および後藤晃

（１９９８））。

政府の支援を見ると，電機会社にはとくに行

われていないが，自動車については，１９３６年に

制定された「自動車製造事業法」によって，許

可を受けた日本企業に対して所得税，営業収益

税，輸入する材料と機械への関税を免除した。

そして日本で生産を行っていたフォードと GM

に対してはその生産量を抑制する措置をとった。

政府は明らかに軍事的観点から日本の自動車会

社を育成しようとしていたのである。

戦後に目を移そう。ソニーは独創力のある企

業と言われるが，このソニーもまったく新しい

技術を開発して製品化してきたわけではない。

その製品はすでに存在していた技術の改良改善

の上に開発されたものであり，その点では他の
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日本企業と変わるところはない。

ソニーは，１９４６年に「東京通信工業」として

発足した会社であるが，１９５８年にその名を「ソ

ニー」に変えた。よく知られているように，そ

の創業者は井深大と盛田昭夫と言っていいが，

会社発足時の社長は井深の義父・前田多門であ

り，井深は専務取締役，盛田は取締役であった。

ソニーとしてのはじめてのヒット商品はトラ

ンジスター・ラジオである。その製品化は戦後

の日本企業の典型的な開発パターンを示してい

る。すなわち，井深と盛田は米国ベル研究所の

ショックレー等が１９４８年にトランジスターを発

明したことを知り，１９５３年になってその特許を

もつベル研究所の親会社であるウェスタン・エ

レクトリック社（そのまた親会社が AT&Tで

ある）から特許使用のライセンスを得た。発明

当初のトランジスターは「点接触型」（point-

contact transistor）で安定性に問題があったが，

その後安定性の高い「合金型」（junction transis-

tor）へと改良されていた。井深と盛田はそれ

を知って製品化を考えたようである。なお，AT

&Tは１９４９年に司法省から独占禁止法違反の訴

追を受けており，１９５６年に事業を通信のみに限

定することで決着したが，このころは分割をま

ぬかれるため特許を低い対価でライセンスする

政策をとっていた。ソニーは２万５，０００ドルと

いう特許使用料をウェスタン・エレクトリック

社に支払う必要があった。この金額（９００万円）

は米国としてはわずかなものであったが，当時

のソニーにとっては大きな負担だった（立石泰

則（２００１）を参照）。

ソニーの非凡さは，まだ高価だったトランジ

スターをラジオという大衆向けの製品につかお

うと考えたこと，高周波ラジオに必要な高性能

のトランジスターを開発したこと，ラジオを小

型化したことにあった。ソニーのトランジス

ター・ラジオの成功を見て世界中の電機メー

カーがトランジスターの可能性に気がついたわ

けであり，ソニーの先見性は高く評価されよう。

ソニーはトランジスターを改良し，またその製

造技術を完成させた。しかし，もともとの技術

はすでに米国にあったものである。この米国産

の技術の輸入とその改良改善というパターンは，

ごく最近までほとんどの日本企業が踏襲してき

たものである。

トランジスター・ラジオ以外の顕著な事例と

しては，VTRと液晶があることをつけ加えて

おきたい。VTR（ビデオ・テープレコーダー）

は１９５６年に米国のアンペックス社が開発したも

のである。しかし，アンペックス社はこれをテ

レビ放送局用のものと考え，高価で大型の装置

のままでいいと考えた。ところが，日本の電機

会社はこれを安価で小型なものとし，大衆向け

の耐久消費財とするための研究開発に励み，そ

れに成功して VTRの時代を築いた。また，現

在ディスプレーとして広くつかわれるように

なった液晶は，１９６８年に米国の RCA（Radio

Corporation of America）が開発したものである。

RCAはこれを商品化しようとし，また GE，

WHEなどの有力企業も参入したが，結局は失

敗した。ところが日本のシャープが我慢強い研

究開発をつづけて成功をおさめた。シャープが

はじめて商品として売り出したのは電卓であっ

た。

しかし，最近では改良改善型の技術開発の価

値が下がってきたように思われる。中核的な部

品の発明に価値が集中し，その周辺部分の改良

や組み立てではほとんど価値をとれないという

傾向が見えている。その典型はパソコンのMPU

と基本ソフトウエア（OS）であろう。

最後に，日本の技術開発の歴史の中で記録に

とどめるべき２つの事実があったことを述べて

おきたい。そのひとつは，米国 IBMによる日

本のコンピューターのメーカーに対する基本特

許の提供である。コンピューターの国産化につ

いては，日本政府はかなり強権的な政策をとっ

たことも記録されるべきである。日本において

は，日本 IBMが１９５３年１２月に米国から部品を

輸入して機械式のコンピューターの組み立て生

産を開始していたが，通産省に対して１９５６年ご

ろから電子式のコンピューターの生産を始めた

いという希望を伝えていた。これに対して通産
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省はなかなか許可を与えず，ようやく１９６０年８

月になって，IBMが日本のメーカーに対して

基本特許の使用を認めることを条件として許可

を出した。これは日本のコンピューター開発が

米国の水準にどうしても追いつけなかったこと

を反映するものである。日本 IBMが１９８８年に

発表した『情報処理産業年表』によると，日本

政府と IBMとの間で成立した了解事項とは次

のようなものであった。

（ａ） IBMは，日本のメーカーに対して，

現在および将来にわたる電子計算機のシ

ステムおよびマシン，ならびに構成部品

についての特許を相互に許可するクロス

ライセンス契約を結ぶ。ロイヤリティー

は，システム，マシンについては５％，

部品については１％とする。

（ｂ） 契約期間は５年とする。

（ｃ） 地域制限は付さない。

（ｄ） 日本 IBMと IBMとの間に，ノウハウ，

パテントを含めロイヤリティー１０％とす

る技術提携を認める。契約期間は５年。

これらの条件で基本パテントの提供を受ける

ことを希望する日本メーカーとは，日立製作所，

東芝，日本電気，富士通，沖電気，三菱電機，

松下電器産業，北辰電機であった。

もうひとつの事実は，日本自身による新しい

「第５世代コンピューター」開発の試みである。

このプロジェクトは，日本が真に独創的なコン

ピューターを独自に開発しようとしたものであ

り，米国のコンピューター技術を追い抜く意図

もあったのではないかと思われる。このプロ

ジェクトは１９８２年度から９２年度まで１１年間にわ

たって実施され，国費としては一般会社から計

３６７億円，特別会計から計２０２億円，合計５６９億

円が支出された。

１９９５年５月号のMITI Research Reviewによる

と，このプロジェクトの成果は「PROLOGを

ベースとした遂時型論理プログラム言語，推論

機構をハードウェア化した世界初の遂時推理型

コンピューター（PSI）とその上にのせられる

遂時論理型プログラム言語で記述された世界初

の論理型言語によるオペレーション・システム，

並列推論を実行する新たな並列論理型言語など

を開発した」ことであると淡々と述べられてい

る。これがどの程度の成果であるのかはよくわ

からないが，「まったく新しいコンピューター

を開発する」という目標が達成されたという印

象はない。日本人の体質ともいえる改良改善の

技術開発パターンは変えられなかったのではあ

るまいか。

１９９６年７月２日に閣議決定された（第１次

の）「科学技術基本計画」は，その冒頭におい

て，「これまでわが国の発展を支えてきた様々

なシステムに内在していた様々な要素が，社会，

経済，国際環境等の変化により，研究開発を推

進する上で，柔軟性や競争性が低く，組織の壁

を越えた連携・交流等が十分に行えないなど制

約として顕在化している面がある。・・・研究

開発に係る情報基盤および知的基盤の整備も欧

米にくらべ立ち遅れている。・・・基礎研究の

水準は，欧米に比して立ち遅れかつその格差が

さらに拡大しつつある分野も少なくない。」と

指摘している。この認識は正確であろう。研究

開発（とくに基礎的部分）をもっと盛んにする

ためには，たんに政府予算や企業の支出を増や

すだけでなく，外国の研究者を受け入れたり研

究者の待遇を改善して自由な発想と競争を推進

する必要がある。
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